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素晴らしい日本のインフラ
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インフラの特徴と課題
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• インフラの特徴

• ＝＞公共財(正の外部性、非競合性、非排除性）

• ＝＞生活・移動が便利に。

• ＝＞みんなで使える素晴らしい財

• ＝＞逆に言えば、使う人が減っても、コストは
減らない財
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維持更新問題
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対策は？

• コストのかからないインフラの仕組みとは？
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インフラは、生活に不可欠であり、生活のためのインフラの整備・維持・補修・更新は、今後も的確に

行っていくべきである。しかしながら、今後ますます到来する少子高齢化社会を見据えれば、その整備、維持、補修の

在り方は、財源制約も視野に入れながら、検討されるべきである。

社会背景

街づくりの視点：インフラ整備・維持・補修・更新において、少子高齢化社会を見据えた、都市・地

域･まちづくり(コンパクトシティーなど)の視点を持つ。(最適な街づくりデザイン）

最も効率的・効果的な整備・維持・補修・更新を行うための3段階のポイント(視点）

POINT1

2013年10月21日
財政制度等審議会

提出資料
大阪大学 赤井伸郎

インフラ厳選の視点：都市・地域･まちづくりを変えることで、必要なインフラを厳選することができる

という視点を持つ。（不要なインフラを整備・維持・補修・更新しない理由説明・説得）
POINT2

財政コスト明示の視点：安心できる都市・地域･まちとは、必要なインフラに加えて、将来に向けてイ

ンフラが最も効果的に整備・維持・補修・更新され、インフラにコストのかからない、財政にもやさし

いサステイナブルな都市・地域･まちであることを認識する。(財政コスト削減効果の明示）

POINT3

人口減少社会における社会資本（維持管理・更新）のあり方
－財政制約下の効率的・効果的整備3段階のポイント－

財政コスト削減効果の明示例：インフラ維持補修費の財政的影響のシミュレーション
①人口減少による規模の経済性悪化による、1人当たり負担増大の把握

②街づくりの適切デザインによる負担額縮減効果の把握





インフラコストの推計
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市町村の必要更新投資額
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都道府県別集計



市町村ごとの道路ストックの変化（シミュレーション①）
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関西エリアの状況

• 一人当たり負担額を、2009年度と同じにした
場合の維持できるインフラの割合
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行政組織
の広域化

広域的視点
でのインフラ

の選別

民間ノウハ
ウ・官民連携

の活用

• インフラの及ぼす便益が及び地域に応
じた規模：外部性の内部化戦略

• 人口減少による、（インフラの特徴であ
る）規模の経済性の悪化を食い止める
戦略

• 社会保障費拡大による負担能力の低
下に対応できるコスト削減戦略

• 寿命到来による維持補修費の拡大を
食い止める戦略
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インフラ・ガバナンスのあり方のポイント

• １：適切なインフラ規模を統治・監督できる広域組織
によるガバナンス

• ２：適切なインフラ運営ノウハウを持つ組織によるガ
バナンス

• ３：適切なインフラ提供に向けた契約ノウハウを持つ
組織によるガバナンス（契約による（インフラ提供に
ついての）責任分担の明確化と提供組織へのイン
センティブ付与）

• ４：インフラの実態・将来情報の把握と、公開と監視
によるガバナンス(意識改革・インフラ選別・PDCA）

大阪都構想での実現性が論点



大阪都構想との関連



大阪都構想との関連
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